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平成29年度	 決算状況
平成29年度各会計の決算状況

財産の状況市債の状況

平成30年度上半期　予算執行状況

一般会計の歳入歳出決算の状況

(平成30年９月30日現在）

(平成30年９月30日現在）

（平成30年９月30日現在）

歳入 歳出

区分 現在高 備考
土地 75万6,909㎡
建物 31万8,237㎡

無体財産権 6件 商標権
出資による権利など 1億2,762万円 団体への出資金など

物品 824点 購入価格50万円以上の備品
債権 0円
基金 75億   688万円 財政調整基金など全17基金

会計名 予算現額
歳入 歳出

収入支出差引額
収入済額 収入率 支出済額 執行率

一 般 会 計 781億1,462万円 720億   441万円 92.2% 703億4,674万円 90.1% 16億5,767万円

特 別 会 計 461億8,675万円 458億8,738万円 99.4% 449億1,629万円 97.2% 9億7,109万円

国民健康保険 225億2,249万円 225億3,545万円 100.1% 218億5,824万円 97.1% 6億7,721万円

下 水 道 事 業 26億4,684万円 26億3,695万円 99.6% 26億   828万円 98.5% 2,868万円

駐 車 場 事 業 1億4,692万円 1億4,526万円 98.9% 1億1,993万円 81.6% 2,533万円

介 護 保 険 164億4,623万円 161億6,057万円 98.3% 159億4,362万円 96.9% 2億1,695万円

後期高齢者医療 44億2,426万円 44億   916万円 99.7% 43億8,623万円 99.1% 2,292万円

合　　　　計 1,243億   137万円 1,178億9,180万円 94.8% 1,152億6,304万円 92.7% 26億2,876万円

各会計の予算執行状況
平成30年度当初予算は、全会計合
わせて1,178億9,374万円でしたが、
９月までの補正予算を加味すると
1,169億5,508万円となりました。
　下半期も適正な予算の執行に努め
ます。

市民１人当たりの予算額
(一般会計)35万8,769円

（平成30年９月30日現在の人口（20万2,115人）より算出）

会計名 当初予算額 補正予算額 計
歳入 歳出

収入済額 収入率 支出済額 執行率
一 般 会 計 744億4,200万円 △19億2,938万円 725億1,262万円 326億4,681万円 45.0％ 265億5,552万円 36.6％
特 別 会 計 434億5,174万円 9億9,072万円 444億4,246万円 182億9,876万円 41.2％ 162億6,131万円 36.6％
国 民 健 康 保 険 192億8,541万円 6億7,748万円 199億6,288万円 78億3,901万円 39.3％ 70億2,989万円 35.2％
下 水 道 事 業 28億1,540万円 2,868万円 28億4,408万円 11億1,927万円 39.4％ 8億2,682万円 29.1％
駐 車 場 事 業 1億2,704万円 2,533万円 1億5,237万円 8,600万円 56.4％ 4,242万円 27.8％
介 護 保 険 166億   871万円 2億2,565万円 168億3,436万円 73億2,138万円 43.5％ 68億8,422万円 40.9％
後期高齢者医療 46億1,519万円 3,359万円 46億4,877万円 19億3,310万円 41.6％ 14億7,797万円 31.8％
合　　　　計 1,178億9,374万円 △9億3,866万円 1,169億5,508万円 509億4,556万円 43.6％ 428億1,683万円 36.6％

　平成29年度の一般会計と各特別会計を合わせた全
会計の決算額は、右記のとおりです。
　一般会計については、歳入歳出決算額ともに前年度
から増となりました。歳入は、（仮称）第10中学校の
整備など普通建設事業費の増に伴う市債借入額の増や、
景気の回復基調により市税が過去最高となったことな
どにより、前年度から増となりました。
　歳出は、公債費や人件費が減となったものの、扶助
費や普通建設事業費が増となったことなどから、前年
度から増となりました。
　※下水道事業特別会計については、決算不認定とな
りました。

　市税のほか、国庫支出金・都支出金・市債の増などにより、
前年度より増となりました。

　公債費が減となったものの、教育費・民生費の増などにより、
前年度より増となりました。

※市債は、学校や公園などの公共施設を
整備するための資金を国や都などから長
期的に借り入れたものです。一時的な財
政負担を軽くし、将来利用する市民の皆
さんにも負担していただくようになって
います。
※「市民１人当たり」は、平成30年９月
30日現在の人口（20万2,115人）を用い
て計算しています。

一般会計
518億6,952万円

下水道事業特別会計
72億4,942万円

合　計
591億1,894万円
市民1人当たり
（29万2,501円）

※歳入・歳出の（　）内の数値は、「市民1人当たり」の金額です。
（平成30年３月31日現在の西東京市の人口（20万1,292人）よ
り算出）

歳　入
720億441万円
市民1人当たり

（35万7,711円）

市税
317億841万円

（15万7,524円） 44.0％

市民税などの納めて
いただいた税金

繰入金
23億6,035万円

（1万1,726円）
3.3％その他の

自主財源
41億4,688万円

（2万601円）
5.8％

基金（市の貯金）から
繰り入れたお金

保育料などの使用料やごみ収集
手数料などの手数料、寄附金など

国庫支出金
121億4,095万円

（6万315円） 16.9％

都支出金
90億8,662万円

（4万5,141円）
12.6％

使い方が定められている
国からの補助金や負担金

地方交付税
30億3,050万円

（1万5,055円） 4.2％
使い方が定められてい
ない国からの交付金

使い方が定められている東京都
からの補助金や負担金

その他の
依存財源
51億2,244万円

（2万5,448円）
7.1％
その他の使い方が定め
られていない国や東京
都からの交付金など

自主財源市債
44億827万円

（2万1,900円）
6.1％

都市計画街路など建
設事業などのための
借入金

337億8,878万円
（16万7,859円）  46.9％
国や都などの基準や意思決定
に従い収入される財源

依存財源

歳　出
703億4,674万円
市民1人当たり

（34万9,476円）
〈民生費〉
児童福祉費
141億4,910万円

（7万291円）
20.1％

〈民生費〉
生活保護費
77億3,780万円

（3万8,441円）
11.0％
生活保護のために

366億8,781万円
（18万2,262円）
52.2％

46億8,784万円
（2万3,289円）
6.7％

福祉サービスの
提供のために

子どもの福祉の
ために

ごみ収集や
健康のために

民生費

衛生費

〈民生費〉
社会福祉費
148億90万円

（7万3,530円）
21.0％

高齢者や障害者への
福祉サービスやその
他の福祉のために

行政運営やコミュ
ニティの推進など
のために

59億6,680万円
（2万9,642円）
8.5％

72億6,272万円
（3万6,081円）
10.3％

47億6万円
（2万3,349円）
6.7％

66億8,650万円
（3万3,218円）
9.5％

工
事
中

43億5,502万円
（2万1,635円）
6.2％

土木費

公債費

総務費

その他

さんすう

道路や公園などを
整備するために

借入金の返済のために

議会運営や農商工業の発展、
防災対策などのために

教育やスポーツの
充実のために

教育費

382億1,564万円
（18万9,852円）  
53.1％
市の権限で
収入できる財源

凡例 a日時  b場所  c内容  d対象  e定員  f講師  g料金（記載がない場合は無料）  h持ち物  i申込  j問い合わせ  n田無庁舎  o保谷庁舎
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